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２００９年日本政府年次報告（案） 

「団結権及び団体交渉権についての原則の適用に関する条約」（第９８号） 

（２００７年６月１日～２００９年５月３１日） 

 

 

 我が国においては、８月３０日に行われた衆議院選挙の結果を受け、９月１６日に新

政権が発足したところであり、本報告においては事実関係を中心に記述することとして

いる。今後、必要に応じて追加的な情報を提供する。 

 

 

１．質問Ⅰについて 

    前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

２．質問Ⅱについて 

 （１）第３条について 

政府は、労働委員会における不当労働行為審査の迅速化及び的確化を図るための労

働組合法改正法律案を２００４年の国会に提出した。この法律は２００４年１１月１

７日に可決成立し、２００５年１月１日から施行された。 

  これに伴い、以下の点について変更があった。 

①  救済命令又は申立ての棄却に関する「労働組合法第２７条第４項」は「労働組

合法第２７条の１２第１項」に変更された。 

②  救済命令の取り消し等に関する「労働組合法第２７条第６項」は「労働組合法

第２７条の１９」に変更された。 

③  救済命令の確定及び救済命令違反に関する「労働組合法第２７条第９項及び第

３２条」は「労働組合法第２７条の１３第１項及び第３２条後段」に変更され、

使用者が救済命令に違反したときの過料が「１０万円以下」から「５０万円以下」

に変更とされた。 

④  緊急命令及び緊急命令違反に関する「労働組合法第２７条第７項及び第３２

条」は「労働組合法第２７条の２０及び第３２条前段」に変更され、使用者が緊

急命令に違反したときの過料が「１０万円以下」から「５０万円以下」に変更さ

れた。 

⑤  救済命令が確定判決によって支持された場合に違反使用者が処せられる刑罰   

は、「１年以内の禁錮、若しくは１０万円以下の罰金」から「１年以下の禁錮若

しくは１００万円以下の罰金」に変更された。 

⑥  再審査申立てに関する「労働組合法第２７条第５項及び第１１項」は「労働組

合法第２７条の１５」に変更された。 

 

また、政府は国土交通省設置法等の一部を改正する法律案を２００８年の国会に提 
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出した。この法律は２００８年４月２５日に可決成立し、２００８年１０月１日から

施行された。 

これに伴い、船員中央労働委員会及び船員地方労働委員会を廃止し、船員法の適用

を受ける船員に係る集団的紛争調整事務は、船員中央労働委員会から中央労働委員会

へ、船員地方労働委員会から都道府県労働委員会に移管された。 

 

（２）２００８年の条約勧告適用専門家委員会の意見について 

  （ⅰ）第１条について 

２００７年８月２７日付け国際労働組合総連合（ＩＴＵＣ）の意見書のうち「解

決するべき最後の大きな問題－抵抗を続ける 1,047 人の国労組織員の地位復活」

とは、１９８７年に行われた日本国有鉄道の分割・民営化に伴うＪＲ各社の不採

用問題に関するものである。 

本件は、結社の自由委員会において、第１９９１号案件の勧告（２０００年１

１月）後、フォローアップの枠組みの中で現在取り扱われているものであり、日

本政府は同勧告後の進展等を同委員会に対し、随時情報提供しているところであ

る。 

 

  （ⅱ）第４条１ 国の行政に従事していない公務員の交渉権促進について 

 公務員の労働基本権については、その地位の特殊性と職務の公共性にかんが

み、国民全体の共同利益の保障という見地から、一定の制約のもとに置かれてい

るが、その一方で、人事院勧告制度等を始めとする代償措置が講じられ、有効に

機能している。 

 交渉に関しては、一般職の国家公務員（特定独立行政法人等の労働関係に関す

る法律（以下「特労法」という。）の適用を受ける職員を除く。）及び一般職の

地方公務員（地方公営企業等の労働関係に関する法律の適用又は準用を受ける地

方公営企業の職員、地方公共団体に任用される単純労務職員及び特定地方独立行

政法人の職員を除く。）について、勤務条件の維持改善を図ることを目的として

結成される職員団体に、勤務条件に関し当局と交渉する権利が認められている。

この交渉においては、職員団体は、勤務条件に関し不満を表明し、当局に対し適

切な措置をとることを要求し、当局は、要求事項については、職員団体と誠意を

もって話し合うものであって、合意事項については誠実にこれを履行することと

されている。 

 

【国家公務員】 

団体協約締結権及び争議権が認められていない一般職非現業国家公務員につ

いては、代償措置として、中立・第三者機関たる人事院が設けられている。 

人事院は、代償措置としての機能を適切に果たすため、職員団体から意見を

聴取するための職員団体審議官及び参事官を設置しており、職員の勤務条件に

関する国会及び内閣への勧告、規則の制定・改廃などを行うに当たっては、職
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員団体との会見を通じて、職員団体の意見、要求などを聞き、できるだけ勧告

等に反映している。 

２００８年を例にとると、人事院は、職員団体と２５４回（１月から８月に

勧告を行うまでに１３６回）の公式の会見を行うなど、職員団体から意見聴取

及び意見交換を行った。 

人事院は、国家公務員の給与その他の勤務条件を社会一般の情勢に適応させ

るための勧告を行うに当たり、社会情勢全般の把握、民間企業の給与等勤務条

件の調査を行うこととしている。特に給与水準については、国家公務員約２８

万人全員及び全国約１１，０００民間事業所の約４４万人（数字は２００８年

度）の給与実態調査を毎年行った上で、官民給与について統計的手法に基づき

精密な比較を行い、その給与較差を解消することにより官民の給与水準の均衡

を図っている。この方式による国家公務員給与の改定は１９６０年以来長期間

にわたり行われている。 

２００８年８月の人事院勧告においては、国家公務員及び民間の給与実態調

査の結果、国家公務員給与（月額）と民間給与（月額）がほぼ均衡していたこ

とから、国家公務員給与（月額）の水準改定は見送った。ただし、医師の給与

については、特別改善を行った。また、２００６年度から着手している給与構

造改革を進めることとした。 

     政府は、２００８年を通じて、給与に関することを含め計３５回にわたって職

員団体との公式の会見を行っており（そのうち、国務大臣である総務大臣による

ものも、合計４回行った）、これを踏まえて、勧告どおりの給与改定を行う一般

職給与法の改正案を国会に提出した（この法案は、政府原案のまま可決成立し

た。）。 

このように、一般職の国家公務員については、人事院勧告制度の枠組みにお

ける給与決定過程に職員団体が関与するシステムとなっているところであり、

最高裁も、労働基本権に対する制限の代償として、人事院勧告制度をはじめと

した関連措置による保障が制度上整備されている旨判示している。（１９７３

年４月２５日の最高裁大法廷判決） 

【地方公務員】 

  一般職の地方公務員の職員の給与については、地方公共団体は、給与等の勤

務条件が社会一般の情勢に適応するように、随時、適当な措置を講じなければ

ならないこと（情勢適応の原則）、及び給与は、生計費並びに国及び他の地方

公共団体の職員並びに民間事業の従事者の給与その他の事情を考慮して定めら

れなければならないこと（均衡の原則）が法律で定められており、独立かつ公

平な機関である人事委員会が、給与を社会一般の情勢に適応したものにするた

めの勧告を行うという制度が設けられている。この勧告は「給料額の増減」に

ついて行われるもので、増額だけでなく、減額の勧告もあり得るものである。

地方公共団体においては人事委員会勧告に基づき、又は、人事委員会を置いて

いない地方公共団体においては人事院勧告に基づく国の措置に準じ、あらゆる
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努力を尽くして適切な給与改定を実施しており、一般職の地方公務員について

は、法制度上も、現実にも適切な給与の支給を受ける利益を享受している。 

  なお、一部の地方公共団体において、現下の社会経済情勢、危機的な財政事

情、行財政改革の推進等の観点にかんがみ、やむを得ず人事委員会勧告どおり

の給与改定の実施ができない場合があるが、こうした場合でも、職員団体とは

事前に十分な協議を行って妥結を図り、良好な労使関係の維持に十分な配慮を

している。裁判所は、給与改定が人事委員会勧告どおりに実施されなかったと

しても、それが県当局の財政事情の下で真にやむを得ない事由による場合には、

人事委員会が本来の代償機能を果たしていないと即断すべきではないと判示し

ている（佐教組行政処分無効確認等請求事件に関する１９８３年５月２７日の

福岡高裁判決及び１９８８年１月２１日の最高裁第一小法廷判決）。また、給

与抑制条例が人事委員会の報告、勧告に沿わないものであることをもって、直

ちに代償機能が機能していないということはできないと判示している（愛知県

教職員国家賠償等請求事件に関する２００６年２月８日の名古屋高裁判決及び

２００７年４月１９日の最高裁第一小法廷決定）。 

 

  （ⅱ）-2 第４条 公務員制度改革について 

本年報告の第８７号条約年次報告「２．（２）（ⅲ）」をもって日本政府見解

としたい。 

 

 

（３）２００８年１０月２２日の連合意見書について 

本年報告の第８７号条約年次報告「２．（４）」をもって日本政府見解としたい。 

                                

３．質問Ⅲについて 

   前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

４．質問Ⅳについて 

   前回までの報告に変更又は追加すべき事項はない。 

 

５．質問Ⅴについて 

   本報告の写を送付した代表的労使団体は、下記のとおり。 

   （使用者団体）日本経済団体連合会 

   （労働者団体）日本労働組合総連合会 


